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日本のインバウンド消費に関心

―― 外国企業の進出状況は？

海外からの直接投資は、鉱工業からサービス

業、食品、農業まで幅広い分野に及んでいます。

中国企業の進出がここ数年急増しています。

工業団地をつくって自国企業を誘致するとか、

土地を買って農場をつくり中国に農産品を輸出

するといった動きがみられます。また、「一帯

一路」の関係でインフラへの投資も盛んです。

―― アルビーさんが支援した日本企業の中に

は飲食関連もあります。

12 年に経済産業省の「クールジャパン」プ

ロジェクトに参加し、日本食の魅力をインドネ

シアに広めようということになりました。そこ

で、コンソーシアムをつくり、法規制から現地

消費者の食習慣、日本食の現地での位置付けな

ど徹底的な調査を行いました。また、日本でセ

ミナーを開催したり、現地視察、現地パートナー

とのマッチングなど総合的に日本の飲食関連企

業のインドネシア進出を支援しました。多くの

企業が成功を収めています。

これまではインドネシアに進出する日本企業

のお手伝いをしてきましたが、去年あたりから

日本でビジネスをしたいとインドネシア企業か

ら相談を受けるようになりました。インドネシ

アから日本への来訪者は毎年二桁増えていて、

昨年は約 40 万人。日本を訪れる外国人観光客

はいずれ４千万人になると言われ、インバウン

ド消費をターゲットにしたビジネスへの関心が

インドネシア企業の間でも高まっています。

IT サービスで弱みを強みに

―― 毎年約５% と順調な経済を背景に新しい

サービスが生まれているとか。

国内の消費がとても活発です。11 ～ 12 年頃

から IT を活用したサービスが広がっています。

Ojek（オジェック）と呼ばれるバイクタクシー

が大ヒットしています。インドネシア発の新

サービスで、Uber のようにスマホで呼ぶことが

できます。ひどい渋滞を避けるための移動手段

として始まったものですが、２年前に出てきた

時はタクシー業界の猛反発にあいました。でも、

今ではすっかり定着しています。タイとかフィ

リピンに進出しようとしている地場企業もあり

ます。人を乗せるだけではありません。書類の

配達や買い物、レストランの出前も代行してく

れます。社会インフラとして発展しているので

す。先日、インドネシアに出張した際、取引先

との打合せ用の資料が事前に間に合いそうもな

いので、オジェックに頼んで書類を送り届けても

らうことにしました。こちらが配達先に指定し
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インドネシアにおける新たな変化


